
「福井新元気宣言」推進に関する政策合意  
 
 私は、知事の政策スタッフとして、「福井新元気宣言」に掲げられた「元気

な社会」、「元気な産業」、「元気な県土」、「元気な県政」の４つのビジョンを

着実に実現していくため、県民の理解と参加を得ながら、責任を持って職務

を遂行し、次に掲げる施策・事業について重点的に実施することを西川一誠

知事と合意します。  
 
 平成２０年４月  
 
                  福 井 県 知 事        西 川  一 誠  
 
                  安全環境部長  品 谷  義 雄  
                                      

 
 
Ⅰ 「新元気宣言」を推進するための２０年度の基本方針  
 

・  自然災害や国民保護など県民の生命・身体を脅かす事象に迅速に

対応し、防災体制の強化を図ります。  
また、高齢者を中心とした交通事故の抑止、悪質商法による被害

の防止、青少年への有害情報に対する対策の実施等により、治安の

向上を図り、日本一の「安全・安心」を目指します。  
    

 ・ 原子力行政については、「安全の確保」「住民の理解と同意」「地域

の恒久的福祉の実現」の三原則に則り、１５基体制を堅持し、広く

県民の声を聞き、常に県民の立場に立って厳正に対処します。  
    
   ・ 「自然と生活環境」日本一を目指した新しい環境基本計画を策定

するとともに、引き続き、自然と共生しながら、資源・エネルギー

を有効活用する「持続可能な循環型社会」への転換を図ります。  
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Ⅱ ２０年度の施策  
 

１ 日本一の安全・安心（治安回復から治安向上へ） 

 

◇ 「福井治安向上プラン」の実行 

・  交通安全スロー・シグナル・シャイン（３Ｓ）運動を積極的に展

開し、高齢者を中心とした交通事故の抑止に努めます。 

  また、制限速度を守る「スロードライブ」の徹底や飲酒運転の根

絶のため、企業や家庭・地域における交通安全対策を推進します。 

 
交通安全パートナー事業所数            ５００事業所  

 （平成 19 年度末 ３９０事業所）       （１１０事業所の増）  

交通安全３Ｓサポーター登録数           ３，０００人  

 （平成 19 年度末 ２，０８２人）        （９１８人の増）  

 

 

 

 

 

・ 催眠商法やマルチ商法などの不当な取引を行う事業者から消費者

を守るため、県民に対して迅速な情報提供を行うとともに、不当な

取引を行う事業者に対しては業務改善指示等を行うことにより、積

極的に被害の拡大防止を図ります。  
 

トラブル防止教室参加者数（平成 19 年度 ６，３０１人）    ６，５００人  
 
 

・ 福井県青少年愛護条例について、インターネット上の有害情報対

策や青少年の深夜営業施設への立入禁止等に関する改正が７月１日

から施行されることから、その改正内容の県民への周知を図るとと

もに、違反行為等に対しては警察等の関係機関と連携して適切な対

応を行い、青少年の非行防止対策を推進します。  
 

 

◇ 災害・危機対策 

・  最初動体制の構築に向けて、県内市町における全国瞬時警報シス

テム（J-ALERT）の整備を促進し、本システムにより受信した緊急情

報をインターネットメールにより自動配信する仕組みを整備するよ

う、市町に対し引き続き働きかけるとともに、国に対してはシステ

ムの整備に対する財政支援等について要請していきます。 
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・ 災害時要援護者避難対策を徹底するため、一人ひとりの要援護者

の避難方法等を示した市町による災害時要援護者避難支援プラン

「個別計画」の作成を支援します。  
 

 

２ 原子力の安全・安心と信頼の確保 

 

◇ 安心と信頼の確保に全力、１５基体制を堅持 

・ 電力事業者と県との安全協定を厳正に運用し、平常時立入調査を

継続して実施します。また、「福井県原子力安全専門委員会」を積極

的に活用し、国や事業者の高経年化対策の実施状況や耐震安全性に

ついて厳格に確認するなど、県としての安全監視機能を充実して、

県民の原子力に対する信頼・安心の確保を図ります。 

 

・ 「もんじゅ」については、プラント確認試験の実施状況、燃料や

耐震の安全性、事故時等の通報連絡体制など、ハード、ソフト両面

の安全確保対策について、国や事業者の対応を一つひとつ厳正に確

認します。これらを県民に分かりやすく説明し、理解を得るよう国

や事業者に要請するなど、県民の立場に立って慎重に対処します。 

 

・ 敦賀３、４号機増設については、耐震安全性を含めた国の安全審

査の状況を確認するとともに、国や事業者に対し、徹底した安全確

保対策を引き続き要請します。さらに、県民の立場に立って、事業

者の準備工事や県内企業の積極的活用の状況を確認します。 

 

・ 高浜３、４号機のプルサーマル計画については、関西電力から計

画の進捗状況等について、節目となる工程の各段階で報告を求め、

その内容を確認し、県民の立場に立って慎重に対処します。 

 

 

３ 夢と誇りのふるさとづくり 

 

◇ 自然環境・生活環境の創造 

・  ふるさと福井の環境を県民自らの手で豊かなものとし、次の世代

に引き継ぐため、「自然と生活環境」日本一をめざした環境基本計画

を策定します。策定に当たっては、「環境ふくい創造会議」の提案等

を踏まえ、１０月を目途に策定します。 
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・  市町に対して分別収集品目の拡大や不用品交換等のリサイクル体

制の整備を働きかけるとともに、スーパー等事業者、消費者団体、

市町等と検討の場を設け、買い物袋持参や店頭回収の促進に努めま

す。 

  さらに、県民に対しては環境イベント等を通じ、ごみ減量化等を

働きかけます。 

  特に「おいしいふくい食べきり運動」や「持ち帰り運動」につい

ては、テレビや情報誌等を通じた普及広報を行うとともに、飲食店

での小盛メニューの設定、客層に応じた適量な料理の提供、持ち帰

り可能な容器での提供、ＰＲポスターの掲示などの協力を要請し、

一層の拡大を図ります。 

 

「おいしいふくい食べきり運動」協力店             ５００店  

 （平成 19 年度末 ４５５店）             （４５店の増）  

分別収集品目を拡大する市町                   ２市町  

県主催の環境イベント参加者数（平成 19 年度 ７００人）  １，０００人  

 
 
 
 
 
 

・  敦賀市民間最終処分場問題については、敦賀市と共同し、今後と

も地元住民の方の理解と協力を得ながら、抜本対策工事を円滑に進

めます。  
  また、工事の進捗状況や水質モニタリングの結果等について、県

民へ積極的に情報提供を行います。  
 

・  産業廃棄物の処理については、市町、警察、隣接府県等と協力し

て不法投棄の未然防止のための監視・指導体制の強化を図るととも

に、不適正な処理に対し厳正に対処します。  
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○ ４年間の目標数値 

今後４年間の施策を通じて次の目標の実現を目指します。 

指標名 １８年度の現状 １９年度の現状 
２２年度末 

までの目標 

交通事故死者数 
６４人／年 

（平成１８年）

６０人／年 

（平成１９年） 
６０人／年以下

１人１日当たりごみ排出量 
９７９ｇ 

（平成１７年度）

９８１ｇ 

（平成１８年度） 
９４０ｇ 
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